
2309

���������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

���������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

平
成
１９
年
度
地
方
財
政
対
策
が

１２
月
１８
日
、
菅
義
偉
・
総
務
大
臣

と
尾
身
幸
次
・
財
務
大
臣
に
よ
る

閣
僚
折
衝
で
決
着
し
た
。

地
方
自
治
体
の
財
政
運
営
上
の

指
標
と
な
る
地
方
財
政
計
画
の
規

模
は
、
前
年
度
比
０
・
０
％
の
微

減
で
８３
兆
１
３
０
０
億
円
。
６
年

連
続
の
縮
小
と
な
っ
た
。
地
方
一

般
歳
出
は
、
１
・
１
％
減
の
６５
兆

７
４
０
０
億
円
に
抑
制
さ
れ
、
８

年
連
続
の
縮
小
と
な
っ
た
。

本
会
は
じ
め
地
方
六
団
体
が
、

所
要
総
額
の
確
保
等
を
求
め
て
い

た
地
方
交
付
税
は
、
前
年
度
比
４

・
４
％
減
の
１５
兆
２
０
０
０
億
円
。

前
年
度
よ
り
７
０
０
０
億
円
ほ
ど

の
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
。
し

か
し
、
地
方
交
付
税
法
で
定
め
る

法
定
率
分
は
堅
持
さ
れ
、
地
方
税

や
地
方
交
付
税
等
と
合
わ
せ
た
一

般
財
源
総
額
で
は
、
前
年
度
比
０

・
９
％
増
の
５９
兆
２
３
０
０
億
円

と
な
っ
た
。
な
お
、
財
務
省
が
求

め
て
い
た
交
付
税
の
「
特
例
減

額
」
は
見
送
ら
れ
た
。

ま
た
、
交
付
税
特
別
会
計
の
健

全
化
が
図
ら
れ
、
民
間
金
融
機
関

か
ら
同
特
別
会
計
に
借
り
入
れ
た

債
務
５３
兆
円
に
つ
い
て
は
、
国
と

地
方
の
負
担
関
係
を
明
確
化
。
国

負
担
分
（
１９
兆
円
）
は
、
全
額
を

一
般
会
計
借
入
金
に
振
り
替
え
、

１９
年
度
か
ら
計
画
的
に
償
還
さ
れ

る
。
地
方
負
担
分
（
３４
兆
円
）
に

つ
い
て
は
、
１８
年
度
補
正
予
算
か

ら
償
還
が
開
始
さ
れ
る
。

こ
の
ほ
か
公
債
費
負
担
の
軽
減

対
策
が
講
じ
ら
れ
る
。
高
金
利
の

時
代
に
自
治
体
が
、
財
政
融
資
資

金
や
公
庫
資
金
等
か
ら
借
り
入
れ

た
地
方
債
に
つ
い
て
、
１９
年
度
か

ら
３
年
間
で
５
兆
円
規
模
の
繰
上

償
還
を
認
め
、
金
利
負
担
の
軽
減

が
図
ら
れ
る
。

六
団
体
が
こ
れ
ま
で
求
め
て
き

た
「
公
営
企
業
金
融
公
庫
廃
止
後

の
新
組
織
の
財
政
基
盤
の
確
保
」

に
つ
い
て
も
示
さ
れ
、
２０
年
１０
月

に
廃
止
さ
れ
た
の
ち
は
、
自
治
体

が
共
同
し
て
設
立
す
る
新
組
織
へ

機
能
を
移
行
。
公
庫
の
財
務
基
盤

を
新
組
織
へ
承
継
さ
せ
る
こ
と
な

ど
が
決
定
し
た
。

地
財
対
策
の
決
着
を
受
け
同

日
、
地
方
六
団
体
は
会
長
連
名
に

よ
る
共
同
声
明
を
発
表
し
た
。

（
共
同
声
明
は
２
面
に
掲
載
）

�地方財政計画の規模８３兆１，３００億円程度（前年度比△ ０．０％程度）
�地方一般歳出 ６５兆７，４００億円程度（ 〃 △ １．１％程度）

�一般財源総額 ５９兆２，３００億円程度（ 〃 ０．９％程度増）

・地方税 ４０兆３，７００億円程度（ 〃 ６．５％程度増）

・地方交付税 １５兆２，０００億円程度（ 〃 △ ４．４％程度）

・特例地方債 ２兆６，３００億円程度（ 〃 △２１．７％程度）

・その他 １兆 ２００億円程度（ 〃 △３３．８％程度）

�一般財源比率 ６８．１％程度（平成１８年度６６．６％）

本
会
の
国
松
誠
会
長
（
藤
沢
市

議
会
議
長
）
を
は
じ
め
と
す
る
地

方
六
団
体
の
代
表
は
１２
月
１８
日
、

総
務
省
で
開
催
さ
れ
た
「
地
方
財

政
に
関
す
る
総
務
大
臣

・
地
方
六
団
体
会
合
」

に
出
席
し
た
。

こ
の
会
合
は
、
同
日

午
後
に
実
施
予
定
の
菅

義
偉
・
総
務
大
臣
と
尾

身
幸
次
・
財
務
大
臣
に

よ
る
１９
年
度
地
方
財
政

対
策
の
閣
僚
折
衝
に
先

立
ち
、
開
催
さ
れ
た
。

こ
の
た
め
同
会
合
で

は
菅
大
臣
に
対
し
、
六

団
体
か
ら
地
方
交
付
税

や
地
方
一
般
財
源
総
額

の
確
保
な
ど
に
つ
い
て
、
改
め
て

理
解
を
求
め
た
。

特
に
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は

財
務
省
が
、
財
務
大
臣
の
諮
問
機

関
で
あ
る
財
政
制
度
等
審
議
会
で

１１
月
２２
日
に
取
り
ま
と
め
た
「
平

成
１９
年
度
予
算
の
編
成
等
に
関
す

る
建
議
」
に
基
づ
き
、
交
付
税
の

配
分
を
法
定
率
よ
り
も
抑
制
す
る

「
特
例
減
額
」
を
実
施
し
よ
う
と

す
る
動
き
が
あ
る
。

し
か
し
、
１８
年
度
の
地
方
財
政

で
は
８
・
７
兆
円
の
財
源
不
足
が

生
じ
る
な
ど
、
地
方
自
治
体
の
財

政
運
営
は
厳
し
い
状
況
に
置
か
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
現
行
法
定
率

の
堅
持
を
強
く
訴
え
た
。

こ
れ
に
対
し
菅
大
臣
は
「
全
力

を
尽
く
す
」
と
応
じ
、
六
団
体
の

主
張
に
理
解
を
示
し
た
。

お
知
ら
せ

本
紙
１
月
５
日
付
第
１

６
３
９
号
は
、
第
１
６
４

０
号
と
併
せ
、
１
月
１５
日

付
第
１
６
３
９
・
４
０
号

と
し
て
発
行
し
ま
す
。

第1638号１２月２５日平成18年
（2006年）

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

１１９９
年年
度度
地地
方方
財財
政政
対対
策策
がが
決決
着着

一
般
財
源
総
額
は
０
・
９
％
増

交交
付付
税税
のの
法法
定定
率率
堅堅
持持
をを

地方六団体

地
方
財
政
に
関
し
総
務
相
と
会
合

平成１９年度の地方財政の姿

あいさつする菅総務相。左端は国松会長

大竹 邦実

（１） 平成１８年１２月２５日 第１６３８号



本
会
の
国
松
誠
会
長
ら
地
方
六

団
体
の
代
表
は
１２
月
１８
日
、
自
由

民
主
党
本
部
で
開
か
れ
た
総
務
部

会
・
恩
給
制
度
調
査
会
・
地
方
税

財
政
改
革
Ｐ
Ｔ
合
同
会
議
に
出
席

し
、
同
日
行
わ
れ
る
平
成
１９
年
度

地
方
財
政
対
策
で
の
総
務
大
臣
と

財
務
大
臣
と
の
折
衝
に
向
け
、
地

方
交
付
税
の
総
額
確
保
な
ど
を
要

望
し
た
。

会
議
に
は
菅
義
偉
・
総
務
大
臣

は
じ
め
、
片
山
虎
之
助
・
地
方
税

財
政
改
革
Ｐ
Ｔ
座
長
、
太
田
誠
一

・
地
方
行
政
調
査
会
長
ら
関
係
国

会
議
員
が
出
席
。
総
務
省
の
岡
本

自
治
財
政
局
長
が
１９
年
度
地
方
財

政
対
策
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

六
団
体
か
ら
は
、
「
地
方
分
権

改
革
推
進
法
」
が
今
国
会
で
成
立

し
た
こ
と
に
対
し
謝
辞
を
述
べ
た

上
で
、
地
方
交
付
税
の
現
行
法
定

率
の
堅
持
や
、
地
方
公
共
団
体
の

安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要
な
交

付
税
総
額
確
保
な
ど
を
求
め
た
。

平成１９年度地方財政対策についての共同声明

１．本日決定された平成１９年度地方財政対策において、財政審
議会等で地方交付税を特例的に減額する等と主張される中、
関係者の努力により、法定率分が確保され、昨年度を５千億
円程度上回る一般財源総額が確保されたことは、「基本方針
２００６」の趣旨を踏まえるとともに、我々の強い要望に沿った
ものであり高く評価する。
また、交付税特別会計借入金については、国負担分を全額
国の一般会計借入金に振替整理するなど国と地方の負担関係
を明確化し、合わせて国・地方がそれぞれの償還を開始する
こととなり、財政の健全化に向けて第一歩が踏み出されたも
のである。
２．公営企業金融公庫廃止後の新たな仕組みについては、公庫
の財務基盤を地方の共同法人である新組織に全額承継すると
されたことは、地方六団体がかねてより提出していた骨子案
の趣旨に沿ったものであり歓迎する。今後、新組織の制度設
計にあたっては、地方が共同で設立する新組織が、地方の責
任あるガバナンスの下で、真に地方のニーズに合った業務運
営が可能となるよう、国の関与を極力排し、自律的な運営を
確保する仕組みの実現を強く求める。
３．さらに、地方自治体が過去に高い金利で借りた公的資金に
ついて補償金なしでの繰上償還が一定の条件の下で認められ
た。このことは、高金利地方債の利払いに苦しむ地方の長年
の要望に応えたものであり歓迎する。なお、繰上償還は、行
財政改革に頑張っている自治体をはじめ、できるだけ対象を
広くして、自治体の公債費負担が軽減される仕組みとなるよ
う望むものである。
平成１８年１２月１８日 地方六団体

自
民
、
公
明
両
党
の
税
制
調
査

会
は
１２
月
１４
日
、
平
成
１９
年
度
税

制
改
正
大
綱
を
決
定
し
た
。
こ
れ

を
受
け
て
、
政
府
は
来
年
の
通
常

国
会
に
改
正
内
容
を
盛
り
込
ん
だ

関
連
法
案
を
提
出
す
る
。

今
回
改
正
の
焦
点
と
な
っ
て
い

た
減
価
償
却
制
度
に
つ
い
て
は
、

企
業
の
設
備
投
資
を
促
し
、
国
際

競
争
力
を
高
め
る
観
点
か
ら
抜
本

的
に
見
直
さ
れ
た
。
具
体
的
に

は
、
▽
償
却
可
能
限
度
額
の
廃
止

▽
残
存
価
格
の
廃
止
▽
液
晶
パ
ネ

ル
製
造
設
備
等
の
法
定
耐
用
年
数

を
５
年
に
短
縮
―
―
な
ど
各
種
の

企
業
優
遇
策
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

た
だ
し
、
地
方
税
に
大
き
な
影

響
を
及
ぼ
す
固
定
資
産
税
の
償
却

資
産
評
価
の
見
直
し
に
つ
い
て

は
、
資
産
課
税
と
し
て
の
性
格
を

踏
ま
え
、
固
定
資
産
税
の
減
収
と

な
ら
な
い
よ
う
現
行
の
方
法
を
維

持
す
る
と
さ
れ
た
。

本
会
で
は
減
価
償
却
制
度
の
見

直
し
に
関
し
、
１２
月
５
、
６
日
の

両
日
、
国
会
対
策
委
員
会
と
地
方

財
政
委
員
会
が
合
同
で
「
固
定
資

産
税
の
償
却
資
産
の
評
価
に
係
る

現
行
制
度
の
堅
持
」
を
政
府
・
与

党
に
求
め
て
運
動
し
て
お
り
、
要

望
の
成
果
が
現
れ
た
。

こ
の
ほ
か
同
大
綱
で
は
、
消
費

税
を
含
む
税
体
系
の
抜
本
的
改
革

に
つ
い
て
、
「
１９
年
度
を
目
途
に

実
現
さ
せ
る
べ
く
、
取
り
組
む
」

と
の
考
え
を
明
記
。
道
路
特
定
財

源
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
「
道

路
特
定
財
源
の
見
直
し
に
関
す
る

具
体
策
」
（
１８
年
１２
月
８
日
政
府

・
与
党
）
を
踏
ま
え
、
２０
年
度
税

制
改
正
に
お
い
て
、
所
要
の
税
制

上
の
対
応
を
行
う
と
し
て
い
る
。

財
務
省
は
１２
月
２０
日
、
平
成
１９

年
度
の
一
般
会
計
予
算
等
の
原
案

を
各
省
庁
に
内
示
し
た
。

予
算
編
成
の
考
え
方
は
、
▽

「
基
本
方
針
２
０
０
６
」
に
定
め

る
歳
出
改
革
の
確
実
な
実
施
▽
新

規
公
債
発
行
を
４
・
５
兆
円
減
額

▽
交
付
税
特
別
会
計
の
財
政
健
全

化
―
―
な
ど
。
こ
れ
に
基
づ
き
、

交
付
税
特
会
の
新
規
借
入
れ
を
停

止
。
国
負
担
分
の
借
入
金
（
１９
兆

円
）
を
一
般
会
計
に
承
継
し
、
償

還
す
る
。
１９
年
度
の
償
還
費
は
１

・
７
兆
円
。

原
案
に
よ
る
と
、
一
般
会
計
総

額
は
、４
・
０
％
増（
１８
年
度
当
初

比
、以
下
同
じ
）の
８２
兆
９
０
８
８

億
円
。
２
年
ぶ
り
の

プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。

こ
の
う
ち
歳
入
面

で
は
、
好
調
な
景
気

動
向
等
を
反
映
し
、

租
税
等
に
よ
る
収
入

が
１６
・
５
％
増
の
５３

兆
４
６
７
０
億
円
。

一
方
、
国
債
の
新
規

発
行
額
は
、
１５
・
２

％
減
の
２５
兆
４
３
２

０
億
円
に
抑
制
し
、「
基
本
方
針
２

０
０
６
」
に
基
づ
く
財
政
健
全
化

に
向
け
た
第
一
歩
を
踏
み
出
し
た
。

歳
出
面
で
は
、
地
方
交
付
税
交

付
金
等
が
一
般
会
計
ベ
ー
ス
で
、

２
・
６
％
増
の
１４
兆
９
３
１
６
億

円
。
国
の
税
収
増
に
伴
い
交
付
税

額
が
拡
大
し
、
４
年
ぶ
り
の
プ
ラ

ス
と
な
っ
た
。
政
策
的
経
費
の
一

般
歳
出
は
、
１
・
３
％
増
の
４６
兆

９
７
８
４
億
円
。
年
金
や
医
療
な

ど
社
会
保
障
関
係
費
の
増
加
に
伴

い
、
プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。

地
方
自
治
体
等
へ
融
資
す
る
財

政
投
融
資
計
画
は
、
５
・
６
％
減

の
１４
兆
１
６
２
２
億
円
で
、
８
年

連
続
の
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。

交
付
税
総
額
確
保
を
要
望

地方六団体

自
民
党
総
務
部
会
等
合
同
会
議
で

１１９９年年度度予予算算一一般般会会計計

新新規規国国債債はは４４．．５５兆兆円円減減
財財務務省省がが原原案案内内示示

固
定
資
産
税

償
却
資
産
評
価
は
現
行
維
持

税制改正
大綱決定

会議に出席する国松会長（右から３人目）

第１６３８号 平成１８年１２月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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議

会

人

事

政
府
予
算
編
成
が
大
詰
め
を
迎

え
る
な
か
、
産
業
経
済
委
員
会

（
委
員
長
�
山
田
礼
二
・
荒
尾
市

議
会
議
長
）
の
正
副
委
員
長
は
１２

月
１８
日
、
平
成
１９
年
度
の
農
林
水

産
業
振
興
対
策
予
算
の
確
保
を
求

め
、
農
林
水
産
省
な
ど
関
係
方
面

へ
要
望
運
動
を
行
っ
た
。

農
林
水
産
業
に
つ
い
て
は
、
労

働
力
の
高
齢
化
や
構
造
改
革
の
立

ち
遅
れ
等
に
よ
り
生
産
活
動
が
低

下
し
、
耕
作
放
棄
や
森
林
の
荒
廃

が
進
行
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
。

そ
こ
で
要
望
は
、
�
担
い
手
の

育
成
な
ど
農
業
水
産
業
振
興
対
策

の
充
実
�
リ
ス
ク
管
理
・
表
示
の

適
正
化
な
ど
食
の
安
全
及
び
消
費

者
の
信
頼
確
保
対
策
の
促
進
�
山

地
流
域
の
荒
廃
地
域

の
保
全
、
森
林
の
維

持
造
成
な
ど
治
山
事

業
の
実
施
―
―
な
ど
を
掲
げ
、
こ

れ
ら
施
策
の
１９
年
度
予
算
の
確
保

を
求
め
た
。

当
日
は
、
松
岡
利
勝
・
農
林
水

産
大
臣
ら
に
面
談
し
、
強
力
に
要

望
し
た
。

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
石
川
和
夫
・
福
生
市

議
会
議
長
）
の
正
副
会
長
・
相
談

役
は
１２
月
２０
日
、
自
由
民
主
党
本

部
で
開
か
れ
た
国
防
部
会
・
安
全

保
障
調
査
会
・
基
地
対
策
特
別
委

員
会
合
同
会
議
に
出
席
し
た
。

会
議
で
石
川
会
長
は
、
こ
れ
ま

で
３
年
度
ご
と
に
増
額
さ
れ
て
き

た
総
務
省
所
管
の
基
地
交
付
金
・

調
整
交
付
金
の
増
額
確
保
と
、
防

衛
施
設
庁
所
管
の
基
地
周
辺
対
策

経
費
の
所
要
額
確
保
を
要
望
し

。
た

な
お
、
当
日
内
示
さ
れ
た
１９
年

度
予
算
財
務
省
原
案
に
お
い
て
、

増
額
の
実
現
が
危
ぶ
ま
れ
て
い
た

基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
に
つ

い
て
は
、
基
地
協
議
会
の
強
力
な

実
行
運
動
も
あ
り
、
前
年
度
比
１０

億
円
増
の
３
２
５
億
４
０
０
０
万

円
の
要
求
額
満
額
が

確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
基
地
周
辺

対
策
経
費
は
、
一
部
が
復
活
折
衝

に
も
ち
込
ま
れ
た
が
、
１９
年
度
当

初
予
算
に
、
１８
年
度
補
正
予
算
と

在
日
米
軍
再
編
交
付
金
を
合
わ

せ
、
所
要
額
が
確
保
さ
れ
た
。

全
国
高
速
自
動
車
道
市
議
会
協

議
会
の
真
田
護
会
長
（
倉
敷
市
議

会
議
長
）
は
１２
月
１９
日
、
来
年
度

政
府
予
算
編
成
に
向
け
高
速
道
路

建
設
の
促
進
を
求
め
、
実
行
運
動

を
行
っ
た
。

焦
点
と
な
っ
て
い
た

道
路
特
定
財
源
に
つ
い

て
は
、
１２
月
８
日
に
閣

議
決
定
さ
れ
た
「
道
路
特
定
財
源

の
見
直
し
に
関
す
る
具
体
策
」
で

▽
現
在
の
税
収
全
額
を
道
路
整
備

に
充
て
る
仕
組
み
を
改
め
る
▽
平

成
２０
年
の
通
常
国
会
に
所
要
の
法

改
正
を
行
う
▽
１９
年
中
に
今
後
の

道
路
整
備
の
具
体
的
な
中
期
計
画

を
作
成
す
る
―
―
な
ど
が
示
さ
れ

た
。し

か
し
、
２０
年
度
以
降
の
高
速

道
路
建
設
に
つ
い
て
は
、
予
算
確

保
の
具
体
策
が
不
透
明
な
状
況
に

あ
る
。

こ
の
た
め
要
望
で
は
、
�
道
路

整
備
関
係
予
算
の
所
要
額
確
保
�

道
路
特
定
財
源
に
つ
い
て
受
益
者

負
担
の
原
則
に
則
り
全
額
を
道
路

整
備
へ
充
当
�
同
財
源
の
地
方
へ

の
譲
与
割
合
の
引
き
上
げ
�
高
規

格
幹
線
道
路
網
１
万
４
０
０
０
�

の
早
期
完
成
―
―
な
ど
高
速
道
路

建
設
の
促
進
を
求
め
た
。

当
日
は
、
国
土
交
通
省
の
宮
田

年
耕
・
道
路
局
長
に
面
談
す
る
な

ど
関
係
方
面
へ
要
望
し
た
。

▼
議
長

▽
鳩
ケ
谷

野
崎
一
則
（
１２
・
４
）

▽
我
孫
子

印
南

宏
（
１２
・
４
）

▽
尾
鷲

�
井
紀
夫
（
１２
・
４
）

▽
い
な
べ

小
川
克
己
（
１２
・
４
）

▽
防
府

行
重
延
昭
（
１２
・
４
）

▽
舞
鶴

林

三
弘
（
１２
・
５
）

▽
竹
原

天
内
茂
樹
（
１２
・
６
）

▽
西
脇

杉
本

巧
（
１２
・
７
）

▽
四
国
中
央

石
川
初
夫（
１２
・
７
）

▽
さ
く
ら

小
野
都
基
（
１２
・
８
）

▽
い
す
み

兼
沢
謙
一
（
１２
・
８
）

▽
阿
南

野
村

栄
（
１２
・
８
）

▽
観
音
寺

藤
村
勝
己
（
１２
・
８
）

▽
飯
山

山
�
一
郎
（
１２
・
１２
）

▽
葛
城

野
志

昭
（
１２
・
１２
）

▼
副
議
長

▽
薩
摩
川
内石

野
田

浩
（
１１
・
１４
）

▽
鳩
ケ
谷

伊
藤
ミ
エ
（
１２
・
４
）

▽
我
孫
子

関
谷
俊
江
（
１２
・
４
）

▽
尾
鷲

奥
田
尚
佳
（
１２
・
４
）

▽
い
な
べ

藤
本
司
生
（
１２
・
４
）

▽
防
府

河
杉
憲
二
（
１２
・
４
）

▽
舞
鶴

志
賀
道
郎
（
１２
・
５
）

▽
竹
原

宗
政
信
之
（
１２
・
６
）

▽
西
脇

北
詰
勝
之
（
１２
・
７
）

▽
四
国
中
央

飛
鷹
總
慶（
１２
・
７
）

▽
さ
く
ら

角
田
憲
治
（
１２
・
８
）

▽
い
す
み

吉
野
勝
己
（
１２
・
８
）

▽
阿
南

嶋
尾
秀
昭
（
１２
・
８
）

▽
観
音
寺

楠
井
泰
功
（
１２
・
８
）

▽
飯
山

西
條
豊
致
（
１２
・
１２
）

▽
葛
城

藤
井
本

浩
（
１２
・
１２
）

農
林
水
産
予
算
の
確
保
を

産
経
委
が
実
行
運
動

高
速
道
の
建
設
促
進
を

高
速
協
が
実
行
運
動各市のニュースを募集

「全国市議会旬報」では、各市の
議会ニュース、市政ニュース等を
募集しています。全国でもめずら
しい条例の制定や各市の先進的な
施策の取り組み事例の資料、写真
などの提供をお待ちしてます。
（送付・問い合わせ先）
〒１０２‐００９３
東京都千代田区平河町２‐４‐２
全国市議会議長会 調査広報部
旬報担当まで

TEL ０３（３２６２）２３０９
FAX ０３（３２６３）５７５１

基
地
関
係
予
算
の
確
保
を

国
防
三
部
会
で
要
望
―
基
地
協

宮
田
道
路
局
長（
左
）に
要
望

要望する石川基地協会長

松
岡
農
水
相（
右
）に
要
望

（３） 平成１８年１２月２５日 第１６３８号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



２００２年、経済活性化戦略の一環として構造改革特区制度が導入され、
現在、教育・物流・農業・福祉などの各分野における規制改革の手段
として活用されています。
今回の公開講座では、「構造改革特区は分権型社会を創るか」をテ
ーマとし、下記のとおり開催します。
当日は本調査会の「構造改革特区と国・地方関係に関する総合的研
究」プロジェクトの所見報告や、構造改革特区に識見を持つ方々を招
き、構造改革特区は自治体行政にどのような影響を与えたのか、２００７
年の特区制度の見直しに向けいかなる改善策が必要かなど討論しま
す。多数の方々のご参加をお待ちしております。

記
◎基調講演 並河 信乃 氏（行革国民会議事務局長）
◎研究報告 五石 敬路 氏（東京市政調査会主任研究員）
◎パネルディスカッション
パネリスト
小川登美夫 氏（内閣官房構造改革特区推進室副室長）
中村 卓 氏（草加市特区・地方財政自立改革担当特命理事）
中山 弘子 氏（東京都新宿区長）
松本 英昭 氏（地方公務員共済組合連合会理事長、元自治事務次官）
コーディネーター 三宅 博史 氏（東京市政調査会研究室長）
◆日 時：平成１９年２月３日（土）１３：３０～１６：３０
◆場 所：日本プレスセンター１０階ホール

（東京都千代田区内幸町２－２－１）
◆参 加 費：無 料
◆申 込 み：ホームページから（http : //www.timr.or.jp）
◆申込期限：平成１９年１月２６日（金）

（満席となり次第、受付終了）
◆問 合 せ：（財）東京市政調査会 研究室 TEL０３（３５９１）１２６１

イ
ギ
リ
ス
の
消
費
者
運
動
家
テ

ィ
ム
・
ラ
ン
グ
氏
が
１
９
９
４
年

に
提
唱
し
た
考
え
方
（
本
来
の
用

法
はF

o
o
d
M
iles

）。輸
入
食
料

の
総
重
量
と
輸
送
距
離
を
掛
け
合

わ
せ
た
も
の
で
、
ト
ン
・
キ
ロ
メ

ー
ト
ル
の
単
位
で
表
す
。

食
料
生
産
地
か
ら
食
卓
ま
で
の

距
離
が
長
い
ほ
ど
、
輸
送
に
か
か

る
燃
料
や
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量

が
多
く
な
る
の
で
、
フ
ー
ド
マ
イ

レ
ー
ジ
が
高
い
国
ほ
ど
食
料
の
消

費
が
環
境
に
大
き
な
負
荷
を
与
え

て
い
る
こ
と
に
な
る
。

先
進
国
の
な
か
で
食
料
輸
入
大

国
の
日
本
は
、
２
０
０
０
年
の
試

算
で
フ
ー
ド
マ
イ
レ
ー
ジ
が
約
５

０
０
０
億
ト
ン
・
キ
ロ
メ
ー
ト
ル

と
な
り
、
米
国
の
約
３
・
７
倍
、

韓
国
の
約
３
・
４
倍
に
も
達
し
て

い
る
。

最
近
で
は
、
小
・
中
学
校
の
総

合
的
な
学
習
の
時
間
に
フ
ー
ド
マ

イ
レ
ー
ジ
を
使
っ
た
授
業
が
行
わ

れ
て
い
る
。
子
ど
も
た
ち
は
、
身

近
な
メ
ニ
ュ
ー
か
ら
輸
入
食
料
を

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
、
食
料
ご
と
の
輸

入
１
位
国
を
地
図
上
に
表
し
、
フ

ー
ド
マ
イ
レ
ー
ジ
を
計
算
。
食
料

輸
入
の
実
態
を
知
っ
た
う
え
で
、

相
手
国
に
与
え
る
影
響
、
環
境
負

荷
、
輸
入
食
料
の
問
題
点
な
ど
を

学
び
、
そ
こ
か
ら
地
産
地
消
の
考

え
方
を
導
き
出
す
と
い
う
。

○
何
が
変
わ
る
の
？

「
地
方
の
こ
と
は
地
方
で
」
と

い
う
方
針
の
も
と
、
地
方
分
権
を

積
極
的
に
進
め
て
い
く
「
三
位
一

体
改
革
」
が
実
現
し
ま
す
。
そ
の

柱
と
い
え
る
の
が
、
今
回
の
「
税

源
移
譲
」
。
税
源
移
譲
で
は
、
所

得
税
（
国
税
）
と
住
民
税
（
地
方

税
）
の
税
率
を
変
え
る
こ
と
で
、

国
の
税
収
が
減
り
、
地
方
の
税
収

が
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
お

よ
そ
３
兆
円
の
税
源
が
、
国
か
ら

地
方
へ
移
譲
さ
れ
ま
す
。

○
ど
う
変
わ
る
の
？

税
源
移
譲
に
よ
っ
て
、
ほ
と
ん

ど
の
方
は
、
１９
年
１
月
分
か
ら
所

得
税
が
減
り
、
そ
の
ぶ
ん
６
月
分

か
ら
住
民
税
が
増
え

る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
し
か
し
、
税
源

の
移
し
替
え
な
の
で
、
「
所
得
税

＋
住
民
税
」
の
負
担
は
基
本
的
に

は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

（
税
源
移
譲
以
外
の
主
な
変
更
点
）

平
成
１１
年
度
か
ら
景
気
対
策
の

た
め
に
暫
定
的
な
税
負
担
の
軽
減

措
置
と
し
て
導
入
さ
れ
て
い
た
定

率
減
税
が
、
最
近
の
経
済
状
況
を

踏
ま
え
１９
年
に
廃
止
さ
れ
ま
す
。

※
詳
し
く
は
、
お
住
ま
い
の
都
道

府
県
・
市
区
町
村
の
税
務
担
当
課

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

（
総
務
省
・
自
治
税
務
局
）

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

http

�//www
.soum

u.go
.jp
/

czaisei/czais.htm
l

（財）東京市政調査会

第第１１５５回回『『都都市市問問題題』』公公開開講講座座

「構造改革特区は分権型社会を創るか」

時の話題 フ
ー
ド
マ
イ
レ
ー
ジ

食
育
の
キ
ー
ワ
ー
ド

国
か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
で

―総務省―

所所
得得
税税
・・
住住
民民
税税
がが
変変
わわ
りり
まま
すす

第１６３８号 平成１８年１２月２５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報


	１面
	２面
	３面
	４面

